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 平成 20 年 12 月 19 日

各    位  

会 社 名 株式会社だいこう証券ビジネス

代表者名 代 表取締役 社長 山 本   晃

(コード番号：８６９２ 東証・大証 第 1部)

問合せ先 取締役常務執行役員企画開発部長 風 神 浩 三

(電 話 番 号：０３－３６６６－９１６９)

 

「証券業務の総合的プラットフォーム」のサービス開始に向けて 

 

当社（代表取締役社長：山本 晃、東京本部：東京都中央区日本橋兜町 13-1、本社：大

阪市中央区北浜 2-4-6）は、従来より当社独自のビジネスモデルである「日本版クリアリン

グファーム」事業を展開してまいりましたが、この度、平成 21 年中に「証券業務の総合的

プラットフォーム」のサービスを開始することといたしました。本サービス開始については、

プラットフォームへのシステムサービス提供を、株式会社野村総合研究所（代表取締役会長

兼社長：藤沼 彰久、本社：東京都千代田区丸の内 1-6-5、以下「NRI」という。）が支援し、

野村證券株式会社（執行役社長兼 CEO：渡部 賢一、本社：東京都中央区日本橋 1-9-1、以

下「野村證券」という。）が地方銀行等の証券子会社に対する商品供給等の支援を行います。

詳細につきましては以下のとおりとなっております。 

 

記 

 

１．本サービスの目的 

証券・金融界では、証券決済関連制度改革が急速に進展し、来年 1月には株券が一斉に

電子化されるという大きな変革期を迎えています。当社は、このような変革に対応するた

め、積極的に業態転換に取り組んでおりますが、当社独自のビジネスモデルである、証券

取引の全過程を一貫して提供する「日本版クリアリングファーム」事業のより一層の高度

化に努めることが 重要課題となっております。 

この課題解決に向けた一環として、当社は、業界横断的・市場横断的なサービス提供を

目指す NRI、ワールドクラスの金融サービスグループを目指す野村グループの中核会社で

ある野村證券を戦略的パートナーと位置づけ、検討を進めて参りました。 

この過程において、当社は、証券・金融界の更なる発展、拡大のために、証券会社等の

金融機関に対し、株券電子化後の新しい制度に対応した高度な証券インフラ機能を提供す

ることが必要であると認識し、当社が構築する「証券業務の総合的プラットフォーム」に

対し、NRI、野村證券それぞれがもつ業界トップクラスの機能やサービスを取り入れ、そ

れらをパッケージ形式で提供することにいたしました。 

本事業をより加速度的に推進すべく、当社は、野村ホールディングス株式会社（執行役

社長兼 CEO：渡部 賢一、本社：東京都中央区日本橋 1-9-1、以下「野村 HD」という。）、

NRI を引受け先とした、第三者割当による増資を行うものとしました。 
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２．本サービスの内容 

「証券業務の総合的プラットフォーム」とは、当社が標榜する「日本版クリアリングフ

ァーム事業」に、証券関連における業界標準システムの開発実績を誇る NRI の「IT 系サ

ービス」、様々な投資家ニーズへの対応を可能とする野村證券の豊富な「商品提供機能」

を取り入れ、株券電子化後の証券関連ビジネスに関わるあらゆる業務に対し、効果的かつ

効率的にサポートする機能をいいます。 

地方銀行等を中心とした地域金融機関による証券子会社の設立に見られるように、今後

は新たな業界からの証券への参入が予想されます。この「証券業務の総合的プラットフォ

ーム」は、このような新規参入者に対して、証券会社の設立、商品、システム、バックオ

フィス業務、コンプライアンス体制の確立にかかるサービスをパッケージ形式で提供する

ことができるため、証券会社等は自社の営業に注力すると共に、各種の管理負担を大幅に

低減することが可能となります。 

当社は、NRI、野村證券と連携し、協業しながら、このビジネスモデルを完成させ、提

供してまいります。 

 

３．「証券業務の総合的プラットフォーム」の機能を活かして 

－ 株券電子化後の金融機関に対する口座管理業務支援サービス － 

株券電子化後、証券取引の売買にかかる証券決済は、株式会社証券保管振替機構（以

下「機構」という。）や証券会社等の金融機関に開設された口座において、電子的に行

われることとなり、金融機関は、機構とのシステム接続するための新たなシステム開発

や、関連するバックオフィス業務等において、相当なコストを負担しなければならない

ことが想定されます。 

当社は、NRI を戦略的パートナーとして証券決済制度改革に対応するインフラを従来

より構築しており、現在、証券会社等の口座管理業務の STP 化を目指した新システムの

開発を進めております。 

この開発との相乗効果により、今般の「証券業務の総合的プラットフォーム」が金融

機関に対し、効果的かつ効率的なサービスに資するものと考えております。 

 

４．第三者割当増資の内容 

野村 HD は当社の発行済株式総数の 0.61％を保有しており、既に資本関係がございます

が、当社は、上記記載の野村證券との業務提携をより強固なものとし、一層の関係強化を

図ることを目的として、野村證券の親会社である野村 HD を割当先とする第三者割当増資

を行うことに合意いたしております。 

また、当社は、発行済株式総数の 2.36％を保有している、NRI を割当先とする第三者割

当増資を行うことにも合意しております。 

なお、本増資の取得の概要は下記のとおりであり、その詳細につきましては、別途、本

日付けで開示いたしました「第三者割当により発行される株式の募集に関するお知らせ」

をご参照ください。 
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（１）取得株式数 野村 HD 5,030,000 株 

 NRI 2,135,000 株 

（２）方法 当社による第三者割当増資 

（３）株式取得日 平成 21 年 1 月 14 日 

（４）取得金額 直近の市場価格に基く 

（５）取得後の株式数 野村 HD 5,133,500 株（発行済株式総数の 20.11％） 

 NRI 2,535,000 株（発行済株式総数の 9.93％） 

 

５．提携先の概要（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

■ 野村ホールディングス株式会社 

（１）商 号 野村ホールディングス株式会社 

（２）主な事業内容 証券業を中核とする投資・金融サービス業 

（３）設 立年月日 大正 14 年 12 月 25 日 

（４）本 店所在地 東京都中央区日本橋 1丁目 9番 1号 

（５）代 表 者 執行役社長兼 CEO 渡部 賢一 

（６）資 本 金 182,800 百万円 

（７）従 業 員 数 18,026 名（連結） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6.11％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5.88％

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

3.84％

ヒーローアンドカンパニー （常任代理人 株式会社三菱東京 UFJ 銀行）  2.74％

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505103 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

1.89％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 4） 1.68％

（８）大株主構成 

および持株比率 

ザチェースマンハッタンバンク 385036 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

1.07％

資本関係 野村 HD は、当社の普通株式 103,500 株を保有して

おります。 

取引関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

（９）当社との関係 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項はありません。 
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■ 野村證券株式会社 

（１）商 号 野村證券株式会社 

（２）主な事業内容 証券業 

（３）設 立年月日 平成 13 年 5月 7日 

（４）本 店所在地 東京都中央区日本橋 1丁目 9番 1号 

（５）代 表 者 執行役社長兼 CEO 渡部 賢一 

（６）資 本 金 10,000 百万円 

（７）従 業 員 数 11,811 名（単体） 

（８）大株主構成 

および持株比率 

野村ホールディングス株式会社 100.0％

資本関係 野村證券は、当社の普通株式 6,600 株を保有して

おります。 

取引関係 名義書換取次業務等で取引があります。 

人的関係 該当事項はありません。 

（９）当社との関係 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項はありません。 

 

■ 株式会社野村総合研究所 

（１）商 号 株式会社野村総合研究所 

（２）主な事業内容 IT ソリューションサービス・コンサルティングサービスの提供 

（３）設 立年月日 昭和 41 年 1月 5日 

（４）本 店所在地 東京都千代田区丸の内 1丁目 6番 5号 

（５）代 表 者 代表取締役会長兼社長 藤沼 彰久 

（６）資 本 金 18,600 百万円 

（７）従 業 員 数 5,711 名（連結） 

野村アセットマネジメント株式会社 19.28％

野村ファシリティーズ株式会社 8.27％

株式会社ジャフコ 6.68％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5.93％

野村ホールディングス株式会社 5.78％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4.54％

（８）大株主構成 

および持株比率 

NRI グループ社員持株会 2.16％

資本関係 NRI は、当社の普通株式 400,000 株を保有しており

ます。 

取引関係 株式等売買注文の市場執行を行うため、業務提携

をしております。 

人的関係 該当事項はありません。 

（９）当社との関係 

関連当事者へ

の該当状況 

当社子会社日本クリアリングサービス株式会社と

の間に資本関係・取引関係・人的関係があります。
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６．日程 

  平成 20 年 12 月 19 日：取締役会決議 

  平成 21 年 1 月 14 日：第三者割当による新株式発行の払込期日 

 

７．今後の見通し 

本提携による当社の平成 21 年 3 月期の業績への影響は軽微であります。平成 22 年 3

月期以降の業績への影響については、詳細が確定次第お知らせいたします。 

 

以 上 


